







































































































































































































































































































































































































すなわち， 実定法上の独立概念として経営権，白ごと らえるのではなくて， そ
れは所有権の社会的な機能であり， あるいは生産的な作用であると理解し，
企業は物的要素と人的要素から成立する， しかも，それらが有機的仁結合し
て一つの統一体を形成しているので， この企業を形成する諸分子あるいは要
素を統一するという機能としての経営者が想定されるのであります。
この点につきましては，当然に，いろいろな説があり，御意見もあること
と存じますので，のちほど御教示をいただきたいと存じます。
二番目の社会的背景の推移といつぎに， う点についての検討に入りますが，
この点を検討することによって， 今まで申し上げました第１の点について，
歴史的な経過の中で御理解をいただけることと思います。
この社会的背景の推移につき考えて承ますと， わが国におきましては，戦
後， 経営の民主化と労働条件の改善というものは， むしろ分離できなかった。
いわゆる終戦直後において， 経営の民主化というものと労働条件の改善とは
切り離せないという現実的な理由が存在したのであります。 それは，どうい
言権，あるいはうことかといいますと，戦前から戦中にかげて，労働者の発言権，
組合活動は一切認めないという戦時体制の中で， 非民主的な経営方式が土台
として存在し， 低賃金による生活が続けられてきたということについては異
論のないことであります。
ところが，戦後において労働運動が解放された，そこで，それに基いて労
働条件の改善ということが！ 当然に経営の民主化という要請に結びつかざる
をえなかったということであり，これは戦前，戦中における経営が非常に非
低賃金にあえいだわが国の労働者集団としま民主的であって， しては，解放
された戦後において，労働運動の解放ということは，労働条件の改善だげで
当然に過去に味わった経営の民主化の要請というはなくて， 屯のと当然に一
致しての要請をはらんできたのであります。
むしろ，当時の労働組合というものは，経営の民主化を強く要求し，積極
的に経営に参加しようという動きを示して発展していったということができ
それが戦後におけるわが国の労働組合の発展の仕方であったと考えまます゜
｢労働者の経営参加への－考察」（浜口金一郎）８７
す。
この点につきましては，
議会指針」を昭和21年７．
中央労働委員会が政府の諮問に応じて， ｢経営協
を昭和21年７月に発表されておりますが， この中労委の見解は，
｢経営協議会指針」 という形で経営協議会を産業民主化の精神に基づく制度
であると規定しているのであります。
この時期に私も衆議院に在職中でありま したので，末広中労実は，丁度，
労働条件，厚生施設，生産
人事，利益配当等を広く協
委会長のお話しにお答えしたことがありますが，
計画，人事の一般的基準方式，重役その他幹部の人事，
議事項として認めるのが当然であるという政府諮問に対する中労委会長の答
申でありました。
しかし，これに対しまして，彫
業民主化の場合ではなく，むしろ，
｢経営協議会」は産日本経済団体連合会は，
団体交渉の前段階あるいは生産増強の場
その後における「経営権の失地回復運動」であるというような主張をして，
わが国の経営参加の方法も当然のようにあるいは労働運動の後退につれて，
消えさっていきました。
うことを打ことで労働者団体が経営参加とい最初は，経営の民主化という
中労委もその見解を発表した，ところが，
ではなく，団体交渉の前段階，あるいは生
ち出した当時の状況をふまえて，
日経連が，それは産業民主化の場ではなく，
｢経営者の失地回復運動」と産増強の場であるということを強く打ち出し，
わが国における労働者の経営参加の方向が次第に消えさったと結びついて，
いうのが戦後における状況であったといえます。
日本経済団体連合会が，多数単産の統一労働協約そして今度は講和の後，日本経Ｙ
案に反対して，昭和30年の１月に， ｢労働協約基準案」を発表しています。
戦後の経営協議会は廃止の時期にきたが，この案からすると， ご’過去の
｢労使懇談
ただ，
実績あるいは慣行から一挙に廃止しえない事情にある場合には，
を設置するという形のものを各企業団体に流しております。会」
そこで，「経営協議会」から「労使懇談会」へという形をとり，労働者の
経営への関与が移行していく時期を迎えます。
8８
これIこ対しまして，労働組合側からは， 経営参加の主張が強く押し返され
ています。しかし，この時の労働者側の主張が，ここで二つに分かれます。
う主張の労働者すなわち，
団体と，Ｉ
組合の力によって経営者側の協力をかちとるとい
労使協調的な立場から生産性の向上をはかいや，そうではなくて，
う主張の労働者団体との二つの意見に分れたのであります。るんだとい
そういう時に，時を同じくして，昭和32年に至って「日本伴産件本部」が
発足をするという事態を迎えます。 この日本生産件本部の方針をみますと，
企業の合理化，技術の革新， とくに技術の革新を非常に強く打ち出していま
この技術の革新を打ち出したことが， 企業の中における人間性の回復要
生産件本部の方針としては，企業
す。
求の前段階となると考えられるのですが，
技術の革新によって得た利益を従業員にも適正配分するという利の合理化，
潤配分方式を一応打ち出しています。
ここでは経営参加を， むしろ雄定性向上運動の一環としてとりあげ， 経営
参加と生産性向上という形で強力に押し進めていきます。
したがって，これに対しまして，労働者側は，この合理化は首切りにつな
この生産性向上は重労働につながるものであり， むしろこれは労働者がり，
の犠牲の上に帰する生産件向上であるという考え方から反対を唱え， ここで
根本的な労使の意見の対立を生糸ますが， この点についてもう少し検討を加
えて象主するに，わが国の労働組合が，
いうものに，あまり積極的でないとい
経営参加あるいは経営協議会方式と
う根本的な理由は， わが国の労働組合
，わが国の労働組
しよう。
ロッパ諸国あるい
組織の組織方式にあると考えられます。 すなわち， これは，
合が企業別組織の組合であるという点に起因するといえましょ
この点について比べて染ま､すと，ヨーロッパ諸国と
は諸外国の組合が，
三一戸
企業外にあって， 産業別あるいは職業別というような超
わが国の多くの組合は企業内にあり，企業的な組織体系にあるのに比べて，
「何点労働組合は，
が，圧倒的に多く】
何を株式会社従業員をもって組織する」 という組合規約
, 的に多く存在しています。
ところが，ヨーロッパ諸国の場合は，組合が企業外にあって，企業外にあ
｢労働者の経営参加への一考察」（浜ﾛ金一郎） 819】
企業とは別個の支配領域を組合が持っていることであり，るということは，
労働市場に対する強力な支配を足場として， 労働組合が企業と対等に取り組
む態勢におかれているという ことであります。 わが国の場合は，企業別組合
そういう支配領域が企業外になく， 労働市場に対する強力な支配をだから，
足場とすることができず， 企業と対等取り組象をするには，したがって， 弱
点があるといえましょ う。
この点について， 労働法学の面から考えますと， ある一つの国の労働組合
の組織の仕方というものは， その国における労使間の性格を決め， その性格
その慣行がその国の法の着眼点とされるものその国の労使』慣行を生糸，が,
企業別組合が支配的なわが国と， 産業別組合を主であります。その点では，
流とするヨーロッパ諸国， 基礎的な基盤に大きな相異があります。シバ諸国とは， この
日本の労働組合が経営参加に対してあま点の相異が， り積極的でない原因を
なしているともいえましょ う。
むしろ労使協調の面だけが強経営に参加することによって，わが国では，
対抗関係にある対立の面が後退するというように労働組合は理解し<出て，
経営参加をすると，ているようであります。 すなわち， 労使協調面が表に出
労使対立の中で決定していく団体交渉が後退するというように労働てきて，
したがって労働者側は， あまり経営参加に積極的ではな組合は考えており，
いと考えます。
ちがった面から考えますと，企業別組合の場合， 労働組合と従業員また，
集団とが区別がつきにく 団体交渉と経営参加というも実際上において，<，
のの区別が明確ではないということができるかと思います。 すなわち， 営の
経
こ
協議会が団体交渉の機関であるのか， あるいは協議の機関であるのか，
点の区別も非常に判別しにくいという ことが起きてまいります。
その点から，当然に， 経営協議会の任務が極めて複雑あるいは不明確にな
｢組合員の生活擁護」ってくるという実態の中で， ｢経営参加」と という二
つの課題を遂行していくという点において， 大きな疑問が労働団体の中に生
じているのではないかと想定されます。
９０
殊に，現在のような不況下において，経営参ｶﾛというものが，労(動者団体
にとって，果して，利益なのか不利益なのか，不況下の経営参加という点に
大きな問題を含むものといわざるをえないように考えます。ついては，
わが国における経営参加の現状はどうかという点についそれでは，現在，
わが国の経営参加の具体的な試糸という形で， 経営参加を協約化したては，
として最も注目されているのが，日立造船であります。
この協約｢日立造船」は， 昭和51年の10月に協約の締結をいたしました。
その専門委員会を設中央ならびに事業所の各レベルに経営審議会と，では，
置し， 経営に関する諸施策を審議するという一方， 労使協議会で労働条件に
さらには末端組合員いわゆる従業員が直接ついての協議を行うことを定め，
参加する経営懇談会，あるいは１あるいは職場各層懇談会，あるいはその小集団活動，
労働協約上にこれを規定しております。提案制度というような点について，
ここでは，日立造船における「＝
いうような発表をしておりますが，
｢全員参加の経営」という理念が実現したと
氏，むしろ，この制度を通じて，企業の高効
率経営というものと人間尊重とを両立させるというような， そして同時に企
るのであります。ような形の発表が業の社会的責任に応えるという」
すなわち，企業の「高効率経営」
なされてい
効率経営」と「人間尊重」とを両立させて，なおかつ
企業の「社会的責任」に応えるということで，この労働協約の締結が発表さ
れております。
ところが，どうもこの協約をゑますと， 成る程今針的レベルから各職場末
端に至る各層についての体系的な整備がなされ， その整備したものを協約に
よる労使合意という形で締結したという点については， 非常に従来の協約と
形は一応，整ったん比べて画期的なものだと解されます。しかし，そういう形は一応，
ですが，内容的に染ますと， 従来から存在したわが国の労使協議会制度と大
して差はないように見受けられます。むしろ，強いてその特徴を求めるなら
ば，これまで多くの場合に，わが国の経営協議会方式は，経営者側の一方的
な施策の中で実施されてきたにもかかわらず， 末端職場の制度に至るまで協
約という労使の合意という形で体系の中に組糸入れられたこと， その点にお
｢労働者の経営参加への一考察」（浜口金一郎）９１
いては画期的なものといえませう。
同様のことは，「伊勢丹」 の労働協約の中にもふられます。 伊勢丹もこの
形の労働協約を結んでいるのですが， 伊勢丹の場合にも，職場労使会議の溝
成という中に，担当執行委員， 評議員などの組合機関の参加を予定しており
団体交渉的な色彩は持ってはおりまず。その機能も， 主すげれども，基本的
日立造船の場合とあまり相異はありません。には，
これら「日立造船」あるいは「伊勢丹」
にしているのが，「サンケイ新聞」の労(』
「サンケイ新聞」は昭和49年の６月に，
の経営参加方式と性格を非常に異
の労働協約であります。
この協約が発効いたしましたが，
この協約は「日立造船」あるいは「伊勢丹」 とは相当に性格を異にしている
ように見うけられます。
ここでは労|動組合の「取締役会への陪席」，あるいは｢局長会議への参加｣，
ならびに「社長との協議」が規定されています。
これは企業経営の最高意思決定機関への労働組合の関与という， 従来の労
もう－歩便関係では例を染ないものだというように考えられます。 しかし，
つっこんで検討して承まずと， 取締役会への出席はオブザーバー参加であり，
また局長会議への参加といっても， その参加は代表一名に限定されていると
ヨーロッパ諸国における参加の制度とは， 相当に参いう点から考えますと，
加の程度に差があるということをいわざるをえません。
しかし，「日立造船」あるいは「サンケイ新聞」は，それぞれに労働協約
経営の最高機関に労働組合の代表を参加させるという形で経営参加の中で，
方式を発足させたのでありますが，いまだ日も浅く，現在のところでは実験
的段階であります。したがって，これらのものが，実質的には，どのように
位置づけられていくかということについては判然としないのが現状でありま
す。
しかし，評価は別として， 新しい類型の参加制度ができたということにつ
いては，大きく注目に価するし，むしろ， この経過左こそ注目していかなけ
れぱならないものと考えます。
９２
ﾌﾟﾋだ， 点は， これらの各社が，オ
｢間接的執行参加」！
という点であります。
ここで検討をして糸なければならない わが
とい
。あ
国における現行法体制のもとで起きてく る問題点を
ギリギリのところで問題を回避しているうことで，
るいは回避せざるをえなかったといえるのかも知れません。
法律上の問題点を簡単にひろってふますと， まず，「労働組合法
号で，「役員その他
す。すなわち，使用
そこで，
上の問題点」が出てきます。労働組合法は，その２条１号で，
使用者の利益を代表する者の組合参加を禁止」 しています。
者側の利益を代表する者の組合参加を， 不当労働行為として禁止しているの
でありますが，
したがって，
これは人的支配の排除という意味で禁止をしております。
組合の役員が監査役あるいは取締役の役員を兼ねた場合！ 経
営者側の利益を代表する者が含まれる組合となり， その場合に，組合自体の
法的適格性がどうなるかという点がでてまい ります。
いま一つは，商法上の正式な役員以外で，取締役会に出席する者，あるい
｜は実質上の最高意思決定機関に構成員を兼ねる労働者代表， という点で，こ
れらがどういう法的評価をうけることになるかとい う点が問題として提起さ
れるのであります。
つぎに，「商法上の問題点」としては，現行商法は，その276条で，監査
役に取締役あるいは使用人の兼任を認めていないという点であります。 この
場合の使用人という意味は， 対外的な商業上の業務に従事する商業使用人，
支配人，番頭，手代というものをいって，工場長，技師なども含まれている
と理解されています。
一般従業員がこれに含まれるか， どうかということについては残念
むしろ，どうかについて定説はな
の点について，経営参加の問題と
ただ，
ながら定説がどこにあるかを存じません。
いように見うけられます。したがって！ こ ついて，
商法上の規定を明確に検討して染なければならないと考の関連から糸ると，
えます。
わが国の労働法体系は，一般的に，株式会社法制を前提としております。
したがって「経営参加」 という体制が早急に進展するということになれば，
｢労働者の経営参加への￣考察」（浜口金一郎）９３
株式会社制度そのものの本質的性格への検討が必労働法，商法はもとより，
要となってくるものと考えます。すなわち， わが国における諸法規の総合的
な検討をふまえなければ経営参加の確定づけができないのではないかと思い
ます。
これらの事柄から染ましても，わが国の現状は，ヨーロッパ諾国とは非常
に異なったもので，現行法体系もちがっており，形式的にもせよ，参加制度
が論ぜられる場合には，企業・事業所レベルにおける協議機関のみに止るも
‘のと解せざるを得ません。
御寛容をいただきます。非常に租略な概括的報告でありましたが，以上，
ここでは諾外国における実定法体系と経営参加の問題！最後に当然， ヨーロ
という点をとらえるべきであシバの経営参加とわが国の経営参加との比較】
与えられた時間に限りもありますので， この点にろうと思います。しかし，
つきましては，「比較法｝ の73頁以下に一応かかげておきまし｢比較法制研究第二号」
これをもってかえさしていただきたいと存じます。 以上をもちまし
あり空‐ナカミ．こ
たので，
わづかの時間ではありますが，本日の研究発表を終らせていただき，て，
れから御質問の中での御教示をお願い申しあげます。 ありがとうございまし
た。質疑応答（略）
以上
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